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平成 １８年 ３月期    中間決算短信（連結）       平成１７年１１月１０日 
上 場 会 社 名        大林道路株式会社               上場取引所 東大 
コ ー ド 番 号         １８９６                              本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.obayashi-road.co.jp  ）           
代  表  者 役職名  取締役社長            氏名 山岡 礼三 
問合せ先責任者  役職名   常務執行役員総務部長  氏名 堅田  浩   ＴＥＬ (03)3618－6500 
決算取締役会開催日 平成１７年１１月１０日 
親会社等の名称 株式会社大林組（コード番号：1802） 親会社等における当社の議決権所有比率   40.64％ 
米国会計基準採用の有無  有・無 
 
１． １７年９月中間期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
(1) 連結経営成績                              （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

３３，０２５     5.2
３１，４０６      20.5

△５２０     －
△３４３     －

△５５２     －
△３６５     －

17 年 3 月期 ８９，７１０      １，５７１      １，５２５      
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

△４６２     －
△２９０     －

△９．９０
△６．２２

－   
－   

17 年 3 月期 ４２６      ９．０６ －   
(注)①持分法投資損益    17 年 9 月中間期 △1 百万円 16 年 9 月中間期  △1百万円 17 年 3 月期 5 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 17 年 9 月中間期  46,698,796 株   16 年 9 月中間期 46,732,820 株    

17 年 3 月期    46,722,593 株 
    ③会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

６６，６３０   
６５，００９   

２２，６８６  
２２，４２１  

３４．０  
３４．５  

４８５．８７
４７９．８５

17 年 3 月期 ７６，９７２   ２３，１９３  ３０．１  ４９６．５４
(注)期末発行済株式数（連結）17 年 9 月中間期 46,691,211 株   16 年 9 月中間期 46,725,579 株  

17 年 3 月期     46,703,564 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

４，３３１ 
７７５   

△５９２ 
△８００ 

△１，０９２ 
△１，０４５  

８，１６６  
６，１１７  

17 年 3 月期 △１，０７２   △１，３９５  ７９８   ５，５１８  
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  ５社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  ４社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  －社 (除外)   －社    持分法 (新規)   －社 (除外)   １社 
 
２．1８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 ９０，０００  １，１５０  ５００  
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） １０円 ７１銭 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係

る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる

結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっては、添付資料の６

ページを参照してください。 
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                                                                        大林道路株式会社(連結)  

企業集団の状況 

 

         当社グループは、当社、子会社５社、関連会社４社及び親会社からなり、主に舗装工事、土木

工事、建築工事等の請負並びにこれらに関連する事業を行っているほか、製品（アスファルト合

材）の製造・販売及び再生砕石の製造・販売等の事業活動を展開しております。 

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

 

   １．建設事業 

  当社は建設工事の受注、施工、設計、調査等を行うほか、親会社の株式会社大林組が行う建設

工事の施工の一部を受注しています。 

子会社のミノル工業株式会社、東洋テクノ建設株式会社他１社は建設工事の受注、施工、設計、

調査等を行っています。また、関連会社のフォレストコンサルタント株式会社は設計、調査業務

等を行っています。 

子会社の東洋パイプリノベート株式会社は建設工事のうち管更生工事の受注、施工を行ってい

ます。 

上記の一部は当社が発注し、または当社が上記各社から工事の一部を受注する場合もあります。 

 

２．製造・販売他事業 

当社及び子会社のミノル工業株式会社はアスファルト合材の製造・販売を、子会社の東洋パイ

プリノベート株式会社及び関連会社のＴＭＳライナー株式会社、株式会社ＴＭＳ、日本スナップ

ロック株式会社は主に管更生材料等の販売を行い、子会社の東洋テクノ建設株式会社は建設材料

の販売を行っています。また、子会社の有限会社横手クリーンセンターは廃棄物の回収処理を行

っています。 

 

当社グループの事業の系統図は次のとおりです。 

 

 

 

 

（注）１．関連会社の高徳建設株式会社は、平成１７年５月に株式を全て売却したため、持分法適 

     用会社から除外した。 

２．関連会社のＴＭＳライナー株式会社と株式会社ＴＭＳは平成１７年１０月１日に合併し

ＴＭＳライナー株式会社となった。 

得      意      先 

            工事施工           製品販売 

 建  設  事  業 製造・販売他事業  

 当              社  

    

    

    

    

    

建  設  事  業   製 造 ・販 売 他 事 業 

連結子会社   連結子会社 

 東洋テクノ建設㈱    東洋テクノ建設㈱ 

 東洋パイプリノベート㈱    東洋パイプリノベート㈱ 

 ミノル工業㈱    ミノル工業㈱ 

           他１社    ㈲横手クリーンセンター 

関連会社   関連会社 

フォレストコンサルタント㈱    ＴＭＳライナー㈱ 

親会社    ㈱ＴＭＳ 

 ㈱大林組    日本スナップロック㈱ 
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                                                                        大林道路株式会社(連結) 

 

経   営   方   針 

 

１．経営の基本方針 

      当社は、「豊かな生活環境の創造」、「地域社会との共存」、「人間尊重の経営」の企業理念の下、道

路、空港、港湾など交通網、運輸拠点の建設並びに工場、商業施設、学校、病院、スポーツ・レジャ

ー施設、公園など生産、生活環境施設の建設を通じ、わが国の社会資本充実と産業発展の一翼を担い、

また地域の快適な生活環境づくりに貢献することを使命として建設事業を展開しております。 

      当社は、これら公共性の高い建設事業を通じて、株主、顧客、取引先、従業員、地域社会などの信

頼と期待に応えるとともに、会社の健全な発展を図ることを経営の基本方針といたしております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は、株主各位に対しまして安定的な配当を継続するとともに、財務体質の強化や将来に備えた

研究開発、設備投資などを行うために内部留保の充実を図ることを基本方針といたしております。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、株式市場において適正な株価が形成されるためには、株式の十分な流動性と多くの投資家

の市場への参加が必要と考えています。 

投資単位の引き下げについては、株主利益や費用対効果の視点と市場動向や株価水準などを総合的

に勘案して、検討していく所存であります。 

 

４．中期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社は、建設市場の縮小のなか、受注量の確保を図るとともに、事業運営コストの削減を推進し、

企業収益力を高め、活力ある企業を目指すことが重要課題と考えております。そして、「高い収益力

を持ち、絶えず成長する企業」であることが重要と考え、その実現に向けて、最終年度を平成２０年

３月期までとした中期経営計画において、工事受注高８００億円、完成工事高７７０億円、製品売上

高１４０億円などを達成することによって、経常利益１５億円以上を目指します。 

当計画では、道路建設業界を取り巻く市場環境が公共事業の縮減等でますます厳しくなる中で、従

来の発想の継続では達成が困難なことから、経常利益１５億円の創出に必要な「目標と施策」を部門

別に、かつ可能な限り数値化して定め、絶えずＰＤＣＡを繰り返していくことで、この目標を達成す

る所存であります。 

 

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

   当社は、社会から信頼される企業となるためには、経営の透明性、健全性を高めることが重要であ

ると考え、コーポレート・ガバナンスに取り組んでいます。 

（１） 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

 ① 会社の機関について 

株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などの法律上の機能に加え、随時、経営会議で迅速な

意思決定をしています。また、本年６月の定時株主総会終結のときから、執行役員制度を導入しまし

た。 

ア．取締役会 

現在、取締役会は取締役５名、監査役４名で構成されており、会社全般の重要事項を審議し迅速

に意思決定しています。 

イ．執行役員 

執行役員は、任期１年で、取締役会が選任し、おのおのの担任する業務を委任しています。現在

執行役員は１９名（うち取締役５名）で、取締役会の監督の下、迅速かつ機動的な業務執行を行っ

ています。 

ウ．経営会議 

経営会議は、社長１名（取締役）、専務執行役員４名（取締役）、指名された常務執行役員３名で

構成されており、重要な業務執行について協議しています。 
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大林道路株式会社（連結） 

 

 

 

② 監査役監査及び内部監査の状況について 

監査の体制としては、監査役４名（うち社外監査役３名）が取締役の業務執行を監査するとともに、

経営に関する客観的な助言を行っています。 

また、内部監査については、監査室が各部門の業務状況の監査を専ら担任しており、会計監査につ

いては、会計監査人である新日本監査法人が行っています。 

なお、監査役、会計監査人及び監査室は、それぞれ適宜連携して、その監査の実効性を高めていま

す。 

③ 会計監査の状況 

会計監査の監査業務は、新日本監査法人業務執行社員秋山正明、加賀谷達之助（継続監査年数 18 

年）及び矢田堀浩明の３名が、５名の補助者（公認会計士２名、会計士補３名）とともに担当してい

ます。 

④ コンプライアンスについて 

コンプライアンスの面では、当社の企業倫理要綱に従い、「企業倫理委員会」において企業活動全般

についての法律面及び倫理面からチェックを行うとともに、「業務行動指針」を定めて、社内の企業倫

理の定着に努めています。さらに、内部通報制度及び危機の未然防止体制の整備に努めるとともに、

危機発生時には、迅速かつ適切な対応を行うこととしています。 

また、経営の透明性を高めることが重要であるとの認識から、適時、適切な情報開示に取り組んで

います。 

⑤ 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の関係 

当社との間に利害関係はありません。 

 

            

６．親会社等に関する事項 

（１）親会社等の商号等 

親会社等 属性 親会社等の議決権

所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が 

上場されている証券取引所等 

株式会社大林組 親会社 ４０．６４％ 東京・大阪・名古屋・福岡 

株式会社大林組は、財務諸表等規則第８条４項（実質支配力基準）による当社の親会社でありま

す。 

（２）親会社等の企業グループにおける当社の位置付けその他の当社と親会社等との関係 

当社と株式会社大林組とは建築外構工事、土木工事などを通じて一定の取引があり、連結重視の

経営の視点から今後とも安定的な取引を継続し、資金の効率的なグループ内管理や必要な情報・技

術などの交流を図り、大林組グループ全体の業績に資するために緊密な関係を維持していく方針で

あります。 

    

７．その他、会社の経営上の重要な事項 

当社は、特に該当する事項はありません。 
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                                             大林道路株式会社(連結) 

 

経  営  成  績 及 び 財 政 状 況 

 

 

１．経営成績 

 (１) 当中間連結会計期間の概況 

   当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益が改善し、設備投資の増加に加えて、個人消

費も緩やかに増加するなど、総じて明るさが見え始めました。 

道路建設業界におきましては、民間工事は増加傾向にあるものの公共工事の減少が続き、全体とし

ての縮小傾向に歯止めがかからず、依然として厳しい受注環境にありました。 

このような状況の下におきまして、当社グループは工事受注の確保と製品販売に努めました結果、

当中間連結会計期間の連結受注高は前中間連結会計期間に比べ 13．4％増の約 456 億円、売上高は 5．

2％増の約 330 億円を計上することができました。 

利益につきましては、売上総利益が前中間連結会計期間に比べ 13．6％減の約 19 億 4 千万円となり

ました。また、一般管理費が前中間連結会計期間に比べ約 1 億 2 千万円減少しましたが、完成工事総

利益の減少により経常損失は前中間連結会計期間に比べ約 1億 8千万円増加し約 5億 5千万円となり、

中間純損失約 4 億 6 千万円を計上することとなりました。 

   

    事業の種類別セグメントは、次のとおりです。 

 

 

   【建設事業部門】 

当中間連結会計期間の受注高は約 390 億円で、完成工事高は約 263 億円であります。 

また、当社の主な受注工事及び完成工事は、次表のとおりであります。 

 

 

    [主 要 受 注 工 事] 

発  注  者 工   事   名 工 事 場 所 

国土交通省北海道開発局 一般国道３９号上川町武華トンネル舗装工事 北 海 道 

国土交通省関東地方整備局 東京国際空港東旅客ターミナル地区エプロン舗装工事 東 京 都 

日 本 道 路 公 団 東名高速道路東京～大井松田間舗装補修工事 東京都～神奈川県 

独立行政法人緑 資 源 機 構 １７美濃 ３工区農用道工事 岐 阜 県 

国土交通省近畿地方整備局 春日和田山道路２柴粟鹿地区舗装工事 兵 庫 県 

 

    [主 要 完 成 工 事] 

発    注    者 工     事      名 工 事 場 所 

成 田 国 際 空 港 ㈱ Ａ滑走路北側舗装改修工事（平成１６） 千 葉 県 

四 日 市 港 管 理 組 合 平成１６年度起（北）第１２号霞ヶ浦地区北ふ頭 三 重 県 

 土地造成事業コンテナターミナル舗装工事（その２）  

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 名神高速道路 八日市～西宮間 通信管路工事 滋賀県～兵庫県 

国土交通省四国地方整備局 平成１６年度満濃舗装第１工事 香 川 県 

日 本 道 路 公 団 九州自動車道 熊本管内舗装改良工事 熊本県～福岡県 
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                                                                        大林道路株式会社(連結) 

 

 

  【製造・販売他事業部門】 

当中間連結会計期間のアスファルト合材その他の製品販売は、アスファルトの価格高騰が続くなか

製造・販売体制の見直しによる固定費削減と、販売価格の改定に努めるとともに、中間処理事業に注

力いたしました結果、売上高は不動産販売を含め、前中間連結会計期間に比べ２７．０％増の約６６

億円となりました。 

 

 （２）通期の見通し  

    今後のわが国経済は、民間需要に支えられ景気回復が続くものと見込まれますが、高騰している原

油価格の動向によっては今後の景気への影響が懸念されます。 

      道路建設業界におきましても、建設投資の減少傾向が続く中で、アスファルト価格の上昇が予想さ

れるなど、依然として厳しい経営状況が続くものと思われます。 

      当社グループといたしましては、このような情勢の下で、工事部門は、技術力と差別化により受注

拡大を図るとともに獲得した工事の利益を確実に確保していくために、きめ細かい施工管理と購買管

理を行う所存であります。また、製品部門は、協業化を含めた販売体制の再編や中間処理施設を拡充

するなど、製造コストの低減による競争力の確保と販売価格の改定による利益の向上に努める所存で

あります。 

     なお、当連結会計年度（平成１８年度３月期）の連結業績につきましては、売上高９００億円、経

常利益１１億５千万円、当期純利益５億円を見込んでおります。また、配当金につきましては、昨年

と同様１株につき３円の配当を予定しておりますので、株主の皆様には、格別のご理解とご支援を賜

りますようお願い申し上げます。 

 

 

２．財政状態 

当中間連結会計期間の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー    

が約４３億円のプラスとなり、投資活動によるキャッシュ・フローが約５億円のマイナス、財務活動の

キャッシュ・フローが約１０億円のマイナスとなりました。 

この結果、中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は約８１億円となりました。 

 （１）営業活動によるキャッシュ・フロー 

         売上債権が減少したため、営業活動によるキャッシュ・フローは約４３億円のプラスとなりま

した。 

                            （前中間連結会計期間：約７億円のプラス） 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー 

技術研究所の移転及びアスファルト混合所等の設備増強を目的とした固定資産の取得に伴う支

出により、投資活動によるキャッシュ・フローは約５億円のマイナスとなりました。 

                           （前中間連結会計期間：約８億円のマイナス） 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の返済を行いましたので、財務活動によるキャッシュ・フローは約１０億円のマイ

ナスとなりました。 

                          （前中間連結会計期間：約１０億円のマイナス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 7 -

                                                                        大林道路株式会社(連結) 

 

 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 

 

 

平成 15 年 

9 月期 

平成 16 年 

3 月期 

平成 16 年 

9 月期 

平成 17 年 

3 月期 

平成 17 年 

9 月期 

自己資本比率（％） ３２．９ ３１．１ ３４．５ ３０．１ ３４．０ 

時価ベースの自己資本比率（％） １４．４ １５．１ １５．６ １７．３ ２１．０ 

債務償還年数（年） － ５．６ － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ４６．６ １５．７ １５．１ － ９０．２ 

 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー(中間連結期は記載しておりません。) 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

① 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ② 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ③  有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債 

を対象としております。 

④  営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によ 

るキャッシュ・フロー」を使用しております。 

⑤  利払いについては、従来までは連結損益計算書の支払利息を使用していましたが、より実態に 

促した指標を出すために、当中間連結会計期間より、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支 

払額を使用しております。 

（注）前連結会計年度の「債務償還年数」及び「インタレスト・カバレッジ・レシオ」は、営業キャ

ッシュ・フローがマイナスのため、記載を省略しております。 

 

 

 

３．事業等のリスク 

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があ

る事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、中間連結会計期間末現在において、当社グループが判

断したものであります。 

（１） 取引先の信用リスク 

建設市場の縮小のなか、受注・価格競争が激化し、低利益工事の受注が避けられない環境に 

あり、また受注先にも零細業者が多いため、工事代金や製品販売代金の貸倒が見込まれ、収益

面に影響を与える可能性があります。 

（２） 原油価格の影響 

原油価格の高騰による、アスファルトや建設資材の値上がりを、製品販売価格や請負金額に 

転嫁できない場合は、収益面に影響を与える可能性があります。 

（３） 労災事故等の影響 

重大な労災事故、第三者事故等を惹起すると、発注者から指名停止等の処分を受け、その後 

の受注に影響を及ぼす可能性があります。 
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中間連結財務諸表等 

 

 １．中間連結貸借対照表  

 

                                                                  （単位：百万円） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 
当中間連結会計期間末

（平成 17 年 9 月 30 日現在）

前中間連結会計期間末

（平成 16 年 9 月 30 日現在）
（平成 17年 3月 31日現在） 

期    別 

 

 

科    目 金  額 構成比 金  額 構成比

増減(△) 

金  額 構成比

（資産の部）  ％  ％   ％

Ⅰ 流動資産   

   現金預金 8,166 6,117 2,049 5,518

   受取手形・完成工事未収入金等 20,682 18,081 2,601 35,917

   未成工事支出金等 14,121 14,907 △786 11,288

   繰延税金資産 995 506 489 1,271

   その他 1,023 1,093 △70 1,396

      貸倒引当金 △66 △95 29 △117

流動資産合計 44,922 67.4 40,610 62.5 4,311 55,274 71.8

   

Ⅱ 固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 7,989 7,867 121 8,001

機械・運搬具 12,931 13,009 △78 12,930

工具器具・備品 1,512 1,558 △46 1,530

土地 11,305 13,070 △1,765 11,284

建物仮勘定 67 223 △156 46

減価償却累計額 △16,890 △17,168 278 △16,836

有形固定資産合計 16,915 25.4 18,561 28.5 △1,646 16,958 22.0

   

無形固定資産 369 0.6 380 0.6 △11 362 0.5

   

投資その他の資産   

投資有価証券 1,073 823 249 924

繰延税金資産 2,099 3,043 △944 2,147

その他 2,456 3,245 △789 2,569

貸倒引当金 △1,206 △1,657 451 △1,264

投資その他の資産合計 4,422 6.6 5,456 8.4 △1,033 4,376 5.7

固定資産合計 21,707 32.6 24,398 37.5 △2,691 21,697 28.2

資産合計 66,630 100 65,009 100 1,620 76,972 100 
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                                                                  （単位：百万円） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 
当中間連結会計期間末

（平成 17年 9月 30日現在）

前中間連結会計期間末

（平成 16 年 9 月 30 日現在）
（平成 17年 3月 31日現在） 

期    別 

 

 

科    目 金  額 構成比 金  額 構成比

増減(△) 

金  額 構成比

（負債の部）  ％  ％   ％

Ⅰ流動負債   

   支払手形・工事未払金等 21,487 21,023 464 31,927

   短期借入金 8,650 6,850 1,800 9,600

   未払法人税等 109 117 △8 176

   未成工事受入金 5,755 5,293 462 2,771

   完成工事補償引当金 68 54 13 68

     工事損失引当金 52 － 52 －

    その他 1,768 2,228 △460 2,415

流動負債合計 37,891 56.9 35,566 54.7 2,324 46,958 61.0

   

Ⅱ 固定負債   

 長期借入金 1,000 1,900 △900 1,000

繰延税金負債 7 4 3 5

再評価に係る繰延税金負債 778 775 3 1,204

退職給付引当金 4,109 4,059 49 4,293

役員退職慰労引当金 － 279 △279 314

その他 156 3 153 3

固定負債合計 6,052 9.1 7,021 10.8 △969 6,820 8.9

負債合計 43,944 66.0 42,588 65.5 1,355 53,778 69.9

   

（少数株主持分）   

少数株主持分 － － － － － － －

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 6,293 9.4 6,293 9.7 － 6,293 8.2

Ⅱ 資本剰余金 6,095 9.1 6,095 9.4 － 6,095 7.9

Ⅲ 利益剰余金 8,859 13.3 8,752 13.5 106 8,841 11.5

Ⅳ 土地再評価差額金 1,139 1.7 1,134 1.7 4 1,761 2.3

Ⅴ その他有価証券評価差額金 324 0.5 161 0.2 162 222 0.3

Ⅵ 自己株式 △26 △0.0 △17 △0.0 △8 △23 △0.1

資本合計 22,686 34.0 22,421 34.5 264 23,193 30.1

負債、少数株主持分及 

び資本合計 
66,630 100 65,009 100 1,620 76,972 100 
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                                                                        大林道路株式会社(連結) 

２．中間連結損益計算書 

                                                                  （単位：百万円） 

 前連結会計年度の
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

 要約連結損益計算書

自平成 17年 4月 1日 自平成 16 年 4月 1日 増減(△) 自平成 16年 4月 1日 

至平成 17 年 9 月 30 日 至平成 16 年 9 月 30 日  至平成 17 年 3 月 31 日 

期   別 

 

 

 

科   目 金  額 比 率 金  額 比 率  金  額 比 率

  ％  ％   ％

Ⅰ 売上高 33,025 100.0 31,406 100.0 1,618 89,710 100.0

Ⅱ 売上原価 31,076 94.1 29,152 92.8 1,924 82,865 92.4

   売上総利益 1,948 5.9 2,254 7.2 △306 6,845 7.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,468 7.5 2,597 8.3 △128 5,274 5.9

   営業利益 － － － － 1,571 1.7

   営業損失（△） △520 △1.6 △343 △1.1 △177 － －

Ⅳ 営業外収益   

   受取利息 0 1 △1 2

   受取配当金 2 3 △0 5

手数料収入 5 － 5 13

技術派遣料収入 5 － 5 8

その他 6 35 △29 38

営業外収益 計 20 0.1 40 0.1 △19 68 0.1

Ⅴ 営業外費用   

 支払利息 44 47 △3 90

持分法による投資損失 1 1 △0 －

その他 7 13 △6 24

   営業外費用 計 53 0.2 63 0.2 △10 114 0.1

経常利益 － － － － 1,525 1.7

経常損失（△） △552 △1.7 △365 △1.2 △186 － －

Ⅵ 特別利益   

     固定資産売却益 0 1 △1 27

貸倒引当金戻入益 52 95 △42 43

   過去勤務債務償還益 88 － 88 －

その他 4 0 4 8

     特別利益 計 145 0.4 97 0.3 48 80 0.1

Ⅶ 特別損失   

固定資産廃売却損 146 38 107 121

   会員権等評価損 － 1 △1 －

   事務所等移転費用 － 4 △4 －

   その他 37 1 35 499

   特別損失 計 184 0.5 46 0.1 137 620 0.7

   税金等調整前当期純利益 － － － － 984 1.1

   税金等調整前中間純損失(△） △591 △1.8 △315 △1.0 △275 － －

  法人税、住民税及び事業税 40 0.1 66 0.2 △25 129 0.1

   法人税等調整額 △169 △0.5 △91 △0.3 △78 428 0.5

   少数株主損益 － － － － － － －

   当期純利益 － － － － 426 0.5

   中間純損失（△） △462 △1.4 △290 △0.9 △171 － －
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３．中間連結剰余金計算書 

 

                                                                  （単位：百万円） 

前連結会計年度の 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 

連結剰余金計算書 

自平成 17年 4月 1日 自平成 16年 4月 1日 自平成 16 年 4 月 1 日 

至平成 17 年 9 月 30 日 至平成 16 年 9 月 30 日 至平成 17 年 3 月 31 日 

 

期   別 

 

科   目 

金    額 金    額 金    額 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,095 6,095  6,095

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高 6,095 6,095  6,095

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,841 9,187  9,187

Ⅱ 利益剰余金増加高   

   土地再評価差額金取崩額 622 －  － 

  当期純利益 － 622 － － 426 426

Ⅲ 利益剰余金減少高   

  株主配当金 140 140  140 

役員賞与金 2 3  3 

  中間純損失 462 290  － 

  土地再評価差額金取崩額 － 605 － 434 627 771

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 8,859 8,752  8,841
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                                                                        大林道路株式会社(連結) 

 

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書  

  

                                             （単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度 の
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 

要約連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

自平成 17年 4月 1日 自平成 16 年 4 月 1 日 自平成 16 年 4 月 1 日 

 

期  別 

 

科  目 至平成 17 年 9 月 30 日 至平成 16 年 9 月 30 日 至平成 17 年 3 月 31 日 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間（当期）純利益・純損失（△） △591 △315 984

 減価償却費 523 498 1,108

 貸倒引当金の減少(△)額 △29 △77 △308

 退職給付引当金の増加・減少(△)額 △183 147 361

 会員権等評価損 － 1 5

 受取利息及び受取配当金 △3 △4 △8

 支払利息 44 47 90

 売上債権の増加(△)・減少額 15,242 12,378 △5,168

 未成工事支出金等の増加（△）・減少額 △2,832 △4,663 215

 仕入債務の増加・減少(△)額 △10,439 △8,787 2,654

 未成工事受入金の増加・減少（△）額 2,984 1,008 △1,513

 未納付消費税等の増加・減少（△）額 △237 7 235

 その他 △31 602 385

 小計 4,445 844 △959

 利息及び配当金の受取額 3 4 8

 利息の支払額 △48 △51 △96

法人税等の支払額 △69 △21 △24

 営業活動によるキャッシュ・フロー 4,331 775 △1,072

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △604 △763 △1,630

 有形固定資産の売却による収入 19 70 117

 投資有価証券の取得による支出 △19 △20 △21

 投資有価証券の売却による収入 23 － 14

 有価証券の償還による収入 － 20 19

 その他の投資による支出 △48 △273 △332

 その他の投資による収入 36 166 437

 投資活動によるキャッシュ・フロー △592 △800 △1,395

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入金の純増加・減少(△)額 △50 － 2,750

 長期借入金の返済による支出 △900 △900 △1,800

 自己株式の取得による支出 △3 △2 △8

 配当金の支払額 △138 △142 △143

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,092 △1,045 798

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 0 1

現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 2,647 △1,068 △1,667

現金及び現金同等物期首残高 5,518 7,186 7,186

現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 8,166 6,117 5,518
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

   １．連結の範囲に関する事項 

        連結子会社数            全ての子会社（５社）を連結している。 

                 主要な子会社は次のとおりである。 

東洋テクノ建設㈱、東洋パイプリノベート㈱、ミノル工業㈱ 

   ２．持分法の適用に関する事項                        

       持分法適用の関連会社数  全ての関連会社（４社）について持分法を適用している。 

                 主要な関連会社は次のとおりである。 

                   フォレストコンサルタント㈱、㈱ＴＭＳ、ＴＭＳライナー㈱ 

                  なお、前連結会計年度において持分法適用会社であった高徳建設㈱は、 

株式売却により除外した。 

 

   ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

        連結子会社の中間決算日は中間連結財務諸表提出会社と同一である。 

 

   ４．会計処理基準に関する事項 

       （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

      ①有価証券 

              満期保有目的の債券           償却原価法（定額法） 

               その他有価証券  

 時価のあるもの   中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

                                               （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価        

は移動平均法により算定） 

                               時価のないもの   移動平均法による原価法 

          ②たな卸資産 

               未成工事支出金及び             個別法による原価法 

        販売用不動産 

               材 料 貯 蔵 品                 先入先出法による原価法 

       （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

             ①有形固定資産           定率法によっている。 

                                              ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く。)については、定額法によっ

ている。 

                                              なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっている。 

             ②無形固定資産                   営業権については、商法の規定する償却期間(５年

間)で均等額以上を償却する方法、その他の無形固定

資産については定額法によっている。  

                                            なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っている。 

       （３）重要な引当金の計上基準 

       ①貸倒引当金 

                売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。 

       ②完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間連結会計期間末に至る１年間の    

完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上している。 
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                                                                        大林道路株式会社(連結) 

 

           ③退職給付引当金 

                当社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認め

られる額を計上している。 

         過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時に一括費用処理している。 

                数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による均等額をそれぞれ発生した連結会計年度から費用処理してい

る。 

           ④役員退職慰労引当金 

          当社においては、従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間連結

会計期間末要支給額を計上していたが、平成 17年６月 24日の第 74期株主総会において、

役員に対する退職慰労金制度を廃止し在任中の役員に打切り支給することが決議された

ため、残高を長期未払金に振替えている。 

           ⑤工事損失引当金 

           当社においては、受注工事に係る将来の損失に備えるため、当中間連結会計期間末手持

工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが出来る工事

について、損失見込額を計上している。 

       （４）重要なリース取引の処理方法 

              リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引        

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

       （５）重要なヘッジ会計の方法 

             ①ヘッジ会計の方法 

                特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。 

             ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

                借入金の利息に対するヘッジ手段として金利スワップ取引を行っている。 

             ③ヘッジ方針 

                社内管理規程に従い金利変動リスクを保有期間をとおして効果的にヘッジする目的で        

利用している。 

             ④ヘッジの有効性評価の方法 

                金利スワップについては、特例処理適用の判定をもって有効性の判定に代えている。 

    （６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

             ①完成工事高の計上基準 

        工事完成基準によっている。 

           ②消費税等の会計処理 

              消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は税抜方式によっている。 

 

  ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引      

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな   

い取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

 

  ［会計処理の変更］ 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議会 平成１４年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１日)を適用している。 

   これによる損益に与える影響はない。 
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 ［表示方法の変更］ 

  (中間連結損益計算書) 

  １．前中間連結会計期間まで、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「手数料収入」(前中間

連結会計期間２百万円)は営業外収益の総額の１００分の１０を超えたため、区分掲記した。 

  ２．前中間連結会計期間まで区分掲記していた「会員権等評価損」(当中間連結会計期間０百万円)に

ついては、特別損失の総額の１００分の１０以下となったことと金額的重要性が乏しくなったため、

「事務所等移転費用」(当中間連結会計期間１０百万円)は、特別損失の総額の１００分の１０以下

となったため、特別損失の「その他」に含めて表示することとした。 

  (中間連結キャッシュ･フロー計算書) 

    前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシュ･フローの「会員権等評価損」(当中間連

結会計期間０百万円)については、金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結会計期間より「そ

の他」に含めて表示することとした。 

 

  ［注記事項］ 

    （中間連結貸借対照表関係） 

      １．担保に供している資産及びこれに対応する債務 

          （イ）担保に供している資産 

                      （当中間連結会計期間末）（前中間連結会計期間末） （前連結会計年度末） 

                建   物              ９百万円        ９百万円       ９百万円 

                土   地             ５９百万円        ６０百万円          ５９百万円 

          計                 ６８百万円            ６９百万円          ６９百万円 

          （ロ）上記に対応する債務はない。 

 

      ２．受取手形割引高 

                      （当中間連結会計期間末）（前中間連結会計期間末） （前連結会計年度末） 

                                     ６５７百万円           ２４０百万円        ４０８百万円 

 

    （中間連結損益計算書関係） 

      １．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

                          （当中間連結会計期間） （前中間連結会計期間） （前連結会計年度） 

        従業員給料手当           １，０７１百万円       １，０５９百万円   ２，３６３百万円 

        退職給付費用                  ８９百万円           １１１百万円         ２０９百万円 

        貸倒引当金繰入額             ４４百万円           １１２百万円          ３５百万円 

        役員退職慰労引当金繰入額       １０百万円             ２９百万円          ６３百万円 

 

      ２．当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の        

割合が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があ        

り、上半期と下半期の業績に季節的変動がある。 

 

    （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

      １．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に掲記されている      

科目の金額との関係 

                        （当中間連結会計期間） （前中間連結会計期間） （前連結会計年度） 

現 金 預 金 勘 定        ８，１６６百万円     ６，１１７ 百万円    ５，５１８百万円 

       預入期間が 3 ヶ月を       

超える定期預金              －  百万円             －  百万円           －  百万円 

                                            

       現金及び現金同等物       ８，１６６百万円     ６，１１７ 百万円    ５，５１８百万円 
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    （セグメント情報） 

      １．事業の種類別セグメント情報 

         当中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）       （単位：百万円）  

 
建設事業 

製造・販

売他事業
計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 26,396 6,628 33,025 － 33,025

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又  

  は振替高 － 1,792 1,792 (1,792) －

計 26,396 8,421 34,818 (1,792) 33,025

営業費用 26,113 8,198 34,312 (766) 33,545

営業利益・損失（△） 283 222 506 (1,026) △520

 

           前中間連結会計期間（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）      （単位：百万円） 

 
建設事業 

製造・販

売他事業
計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 26,187 5,219 31,406 － 31,406

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又  

  は振替高 5 1,739 1,744 (1,744) －

計 26,192 6,958 33,151 (1,744) 31,406

営業費用 25,423 7,085 32,508 (758) 31,749

営業利益・損失（△） 769 △126 642 (985) △343

    

           前連結会計年度（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）        （単位：百万円） 

 
建設事業 

製造・販

売他事業
計 消去又は全社 連  結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 76,650 13,060 89,710 － 89,710

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又  

  は振替高 5 4,509 4,514 (4,514) －

計 76,655 17,570 94,225 (4,514) 89,710

営業費用 73,631 17,053 90,685 (2,545) 88,139

営業利益 3,023 516 3,540 (1,969) 1,571

 

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

            （１）事業区分の方法 

                  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

            （２）各事業区分に属する主要な内容 

                  建 設 事 業：舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 

                 製造･販売他事業：アスファルト合材等舗装用材料の製造･販売に関する事業他 

            ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結

会計期間 1,026 百万円、前中間連結会計期間 985 百万円、前連結会計年度 1,970 百万円で

あり、その主なものは、中間連結財務諸表提出会社本社の管理部門に係る費用である。 
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大林道路株式会社(連結) 

 

 

 

３． 営業費用の配分方法については、従来、販売費および一般管理費について、売上高割合

で各事業区分に配分していたが、当中間連結会計期間より、人数割合で配分する方法に変

更した。 

         この変更は、当社において製造・販売他事業の強化のために組織編成を見直したことに

より、製造・販売他事業に係る人員数が明確化したため、売上高割合で配分するよりも人

数割合で配分することが各事業区分の経営成績をより適正に反映させ、セグメント情報の

有効性をさらに高めることとなるため行ったものである。 

         この変更に伴い、従来の方法に比べ「建設事業」は営業費用が１９９百万円増加し、営

業利益は同額減少、「製造・販売他事業」は営業費用が１９９百万円減少し、営業利益は

同額増加している。 

 

 

     ２．所在地別セグメント情報 

           当中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）、前中間連結会計期間        

（平成１６年 4 月１日～平成１６年９月３０日）及び前連結会計年度（平成１６年４月１日～        

平成１７年３月３１日） 

在外連結子会社がないため、記載していない。 

 

       

     ３．海外売上高 

           当中間連結会計期間（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）、前中間連結会計期間        

（平成１６年 4 月１日～平成１６年９月３０日）及び前連結会計年度（平成１６年４月１日～        

平成１７年３月３１日） 

           海外売上高がないため、記載していない。 

 

 

    （リース取引関係） 

               ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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    （有価証券関係） 

     （当中間連結会計期間）（平成１７年９月３０日現在） 

     １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                        （単位：百万円） 

 中間連結貸借 

対照表計上額 
時  価 差   額 

（1） 国債・地方債等 

（2） 社     債 

（3） そ の 他 

２０

－

－

２０

－

－

０ 

－ 

－ 

      合   計     ２０ ２０ ０ 

                                                                                     

     ２．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

 
取 得 原 価 

中間連結貸借 

対照表計上額 
差   額 

（1） 株       式 

（2） 債     券 

（3） そ  の  他 

３１１

－

－

８５８

－

－

５４６ 

－ 

－ 

      合   計     ３１１ ８５８ ５４６ 

         

    ３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

         その他有価証券 

             非上場株式（店頭売買株式を除く）        １４０百万円 

 

   （前中間連結会計期間）（平成１６年９月３０日現在） 

     １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                        （単位：百万円） 

 中間連結貸借 

対照表計上額 
時  価 差   額 

（1） 国債・地方債等 

（2） 社          債 

（3） そ の 他 

２０

－

－

２０

－

－

０ 

－ 

－ 

        合   計 ２０ ２０ ０ 

               

     ２．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

 
取 得 原 価 

中間連結貸借 

対照表計上額 
差   額 

（1） 株       式 

（2） 債     券 

（3） そ  の  他 

３２１

－

－

５９３

－

－

２７１ 

－ 

－ 

        合      計 ３２１ ５９３ ２７１ 

         ※その他有価証券で時価のあるもの（株式）について１百万円減損処理を行っている。 

 

    ３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

         その他有価証券 

             非上場株式（店頭売買株式を除く）        １２０百万円 
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大林道路株式会社(連結) 

 

     （前連結会計年度）（平成１７年３月３１日現在） 

     １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                        （単位：百万円） 

 連結貸借対照表

計上額 
時  価 差   額 

（1） 国債・地方債等 

（2） 社     債 

（3） そ の 他 

         ２０

           －

           －

          ２０

          －

          －

          ０ 

         － 

         － 

      合   計     ２０           ２０           ０ 

                                                                                     

     ２．その他有価証券で時価のあるもの                            （単位：百万円） 

 
取 得 原 価 

連結貸借対照表

計上額 
差   額 

（1） 株       式 

（2） 債          券 

（3） そ の 他 

        ３１１

           －

           －

６８６

          －

          －

   ３７５ 

         － 

         － 

      合    計             ３１１         ６８６      ３７５ 

         ※その他有価証券で時価のあるもの（株式）について１百万円減損処理を行っている。 

 

    ３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

         その他有価証券 

             非上場株式（店頭売買株式を除く）    １２１百万円 

 

 

    （デリバティブ取引関係） 

               ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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                                                                        大林道路株式会社(連結) 

 

生産・受注及び販売の状況 

 

 

  １．受注実績 

 

                                      （単位：百万円） 

区      分 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

建  設 事  業 ３９，００９ ３５，０１７ ７１，２９２ 

製造・販売他事業     ６，６２８ ５，２１９ １３，０６０ 

合      計    ４５，６３７ ４０，２３６ ８４，３５３ 

 

 

 

２．売上実績 

                                                        

（単位：百万円） 

区      分 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

建  設 事  業    ２６，３９６ ２６，１８７ ７６，６５０ 

製造・販売他事業 ６，６２８ ５，２１９ １３，０６０ 

合      計    ３３，０２５ ３１，４０６ ８９，７１０ 

 

 （注）当連結集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


